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第１章 基本方針 
 

１ 県政運営に取り組む決意 

昨年 10 月 31 日の首里城の火災の衝撃を思い起こすと、今でも胸が痛

みますが、多くの皆様からお見舞いの言葉や首里城の復旧・復興のため

の寄附金等が寄せられており、大きな励みとなっております。 

沖縄県は、皆様の強い願いを実現させるため、国や那覇市などの関係

機関と連携の下、１日も早い復旧・復興に全力で取り組みます。 

また、火災の検証結果を踏まえ、防火設備の強化や安全性の高い施設

管理など、再発防止に向けて取り組んでまいります。 

今年１月８日に沖縄県では、33 年ぶりに豚熱
ぶたねつ

（ＣＳＦ）の発生が確認

され、国、市町村や関係団体、自衛隊等の協力の下、防疫措置にあたっ

てまいりました。 

 また、生産農家や県民の皆様の不安を解消し、豚熱の感染拡大を防止

すべく、「沖縄県豚熱防疫対策関係者会議」における意見や提言等を踏

まえ、予防的ワクチン接種を決定しており、必要な財源を確保し、まん

延防止措置等に取り組んでおります。 

今後とも、国、生産農家、市町村、関係団体等と連携を図り、豚熱 

の感染拡大防止対策、生産の早期回復に向け取り組んでまいります。 

新型コロナウイルス感染症への対応については、３月９日に発表した

「新型コロナウイルス感染症等に対する緊急対策」に基づき、国の緊急

対策と連動し、各領域における影響を把握しながら県のとれる対策を迅

速に切れ目なく進めてまいります。 

県では、「自立」、「共生」、「多様性」の理念の下、包摂性と寛容

性に基づく政策を推進してまいりました。 
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また、令和元年度から全庁的に 

ＳＤＧｓを推進しております。今

後、全県的な展開につなげること

で、新たな時代に対応した持続可

能な沖縄の発展と誰一人取り残さ

ない社会づくりを目指します。 

 

経済面においては、アジアの中心に位置する地理的優位性と、沖縄が

誇るソフトパワーなどの強みを活かし、「沖縄県アジア経済戦略構想推

進計画」に基づく施策の推進等により、アジアのダイナミズムを取り込

み、県経済の発展及び県民所得の向上を図ってまいります。 

また、県内産業の生産性の向上に取り組むとともに、収益力の強化等

の取組を産業横断的に推進する「マーケティング戦略推進課」を新設し、

「企業の稼ぐ力」を強化することで、経済の波及効果を地方、離島、中

小零細企業等にも浸透させ、所得の向上や県民の生活安定につなげてま

いります。 

沖縄県は、日米安全保障体制が、地域の平和と安定の維持に寄与して

きたものと認識しています。しかしながら戦後74年を経た現在もなお、

国土面積の約0.6パーセントの沖縄県に米軍専用施設面積の約70.3パー

セントが集中し続けている状況は異常と言わざるを得ません。内閣府の

調査では国民の約８割が「日米安全保障体制は日本の平和と安全に役

立っている」と回答しています。日本の安全保障が大事であるならば、

基地負担の在り方についても日本全体で考え、その負担も日本国民全体

で担うべきであります。 

 このような基本認識の下、沖縄の過重な基地負担の軽減に取り組んで

沖縄県は
SDGsを推進します。
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まいります。 

特に、辺野古新基地建設問題については、完了までに要する期間が約

12 年、総工費が当初の約４倍に相当する約 9,300 億円になることが昨年

12 月に公表され、これまで県が指摘していたとおり、辺野古移設では、

普天間飛行場の１日も早い危険性の除去にはつながらないということが

明確になりました。この問題については、対話によって解決策を求めて

いくことが重要と考えており、政府に対し、普天間飛行場の早期の閉鎖・

返還及び１日も早い危険性の除去と相反することになる辺野古埋立工事

を直ちに中止した上で、県との対話に応じるよう求めてまいります。 

一方で、普天間飛行場の固定化は絶対に許されないことから、辺野古

移設に関わりなく、同飛行場の県外、国外への移設、早期閉鎖・返還及

び速やかな運用停止を含む危険性の除去を、政府に対し強く求めてまい

ります。 

沖縄県は、辺野古に新基地は造らせないという知事公約の実現に向け

て、取り組んでまいります。 

今年、戦後 75 年の節目の年を

迎えます。戦争の悲惨さと平和の

尊さを次世代に継承するととも

に、沖縄全戦没者追悼式及び広島

市・長崎市平和祈念式典への相互

参列など、平和を希求する「沖縄

のこころ」を県内外へ力強く発信

してまいります。 

また、「子どもの貧困対策」を最重要施策に掲げるとともに、「沖縄

県子どもの権利を尊重し虐待から守る社会づくり条例」を制定し、全

 

沖縄全戦没者追悼式（献花の様子） 
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ての子どもたちが夢や希望を持って成長していける社会を実現してまい

ります。 

離島振興については、離島の諸課題を把握し、条件不利性を克服する

ため、ＩＴ環境の拡充による情報通信格差の是正をはじめ、交通・生活

コストの低減、教育、医療、福祉等の定住条件の整備、離島地域の特色

や魅力を活かした産業の振興に取り組みます。 

「琉球歴史文化の日（仮称）」の制定を

通じ、各地域の伝統文化に対する県民の気

運の醸成を図り、沖縄（ウチナー）文化の

更なる普及、継承、発展及び発信に取り組

みます。 

未来を担う子どもたち、若者たちに、平

和で真に豊かな沖縄、誇りある沖縄、「新

時代沖縄」を託せるよう、知事公約に掲げた諸施策を職員一丸となって

推進し、全力で県政運営に当たる決意であります。 

 

２ 沖縄を取り巻く現状の認識について 

国際社会においては、ビッグデータ、ＩоＴ、ＡＩ、デジタル技術の

急速な進歩が、第４次産業革命とも呼ぶべき変化を世界にもたらし、あ

らゆる分野に大きな影響を与える時代となっております。また、気候変

動の影響による自然災害の激甚化や、新型コロナウイルス感染症の広が

りに見られるグローバルな人の移動による感染症の流行、世界人口の増

加等による水・食料問題等の深刻化の可能性が指摘されており、国際社

会の開発目標であるＳＤＧｓの着実な実施が重要とされております。 

 

 

組踊「執心鐘入」 
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新型コロナウイルス感染症がパンデミック（世界的大流行）となり、

世界各地で、観光、物流も滞っており、経済から生活に及びあらゆる面

で混乱が生じています。 

今後もその動向を注視し、県内においても、疫学的な対応はもとより、

社会、経済に対する政策を打ち出し、全力で事態の収拾を図ります。 

 

こうした中、沖縄県の経済は、令和元年の入域観光客数が約 1,016 万

人を記録し、７年連続で過去最高を更新したほか、情報通信産業につい

ても、雇用者数が 45,000 人、売上高が 4,400 億円を超えております。 

雇用情勢については、令和元年平均の有効求人倍率が 1.19 倍、完全失

業率が 2.7 パーセントで、いずれも復帰後、最も良い数値を記録するな

ど、好調に推移しております。 

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の世界的拡大により、観光

客数が大きく落ち込むとともに、各種イベントの自粛等により県内での

経済活動は鈍化しております。これにより、観光関連事業者をはじめと

する中小企業にも深刻な影響が出るなど、経済の下方リスクが顕在化し

ております。 

  

３ 今後の沖縄振興に向けた取組について 

令和２年度は、沖縄２１世紀ビジョン基本計画等総点検の結果や新沖

縄発展戦略を踏まえ、国と連携を図りながら新たな沖縄振興のあり方に

ついて検討するとともに、残り２年となる沖縄２１世紀ビジョン基本計

画の集大成に向け、全力で取り組む年となります。引き続き、県民所得

の向上、子どもの貧困の解消、過重な基地負担の軽減等の重要課題に対

応した施策を着実に推進してまいります。 
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また、令和元年度に設置した万国津 梁
りょう

会議については、米軍基地問題、 

ＳＤＧｓに加え、新たなテーマの会議についても設置し、この会議にお

ける議論を更なる政策の推進につなげてまいります。 

知事公約については、その全てに着手したところであり、「新時代沖

縄の到来」、「誇りある豊かさ」、「沖縄らしい優しい社会の構築」の

３つの視点の下、引き続き諸施策を展開してまいります。 

 

「新時代沖縄の到来 ―経済分野―」については、成長するアジア経済

に連動し、「沖縄県アジア経済戦略構想推進計画」に基づく取組を一層

推進します。 

令和元年度の沖縄県アジア経済戦略構想推進・検証委員会の提言も踏

まえ、観光リゾート産業や情報通信関連産業等のリーディング産業の拡

充をスケール感とスピード感を持って推進し、県民所得の向上に向けて、

取り組んでまいります。 

今年３月に供用開始された那覇空港第二滑走路については、航空会社

の新規参入や就航路線の増加等、最大限の活用に向けて取り組み、沖縄

が世界に誇れる観光リゾート地として発展していくことを目指します。 

また、県民生活と調和した持続的な観光振興を図るため、観光・環境

協力税（仮称）の早期の導入に向けて取り組んでまいります。 

一般財団法人沖縄ＩＴイノベーション戦略センターを活用し、沖縄

型Ｓｏｃｉｅｔｙ
ソ サ エ テ ィ

5.0の実現に向け、情報通信産業の振興を図るととも

に、県内各産業におけるＡＩ、ＩｏＴなどの先進技術の活用促進や多

様な実証事業の強化に取り組み、時空を超えるＩＴ技術を駆使して、

離島の不利性の解消にもつなげます。 
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また、医療機関等との連携により、再生医療等の先端医療の産業化に

向けた研究を推進するとともに、再生医療産業拠点の核となる細胞培養

加工施設の整備に取り組んでまいります。 

沖縄ＭＩＣＥ振興戦略に基づき、産学官連携による国内外のＭＩＣＥ

誘致、受入体制の強化、人材育成等に取り組むとともに、東海岸に、も

う一つの南北に延びる経済の背骨を形成するため、「東海岸サンライズ

ベルト構想」の策定に向けて取り組んでまいります。 

 

那覇港については、昨年４月に国土

交通大臣から「国際旅客船拠点形成港

湾」に指定され、22 万トン級のクルー

ズ船が寄港可能な第２クルーズバー

スの整備に着手しており、 引き続き、

その早期整備に向け取り組みます。 

また、航空機整備を起点とする産業

の集積を目指し、官民連携したプロ

モーション等の取組を行い、航空関

連産業クラスターの形成を図りま

す。 

 

下地島空港については、周辺用地

も含め、民間事業者のノウハウ等を活用した更なる利活用を促進します。 

また、畜産物、水産物等の県産ブランド化及び海外輸出体制の強化に

向けて、高度衛生加工処理施設の整備等を促進します。 

 

航空機整備施設 

 

第２クルーズバースイメージ図 
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鉄軌道を含む新たな公共交通

システムの導入については、費用

便益分析等の検討結果に基づき、

国と調整を図るとともに、早期導

入に向け、県民と一体となって機

運醸成を図ってまいります。 

 

「誇りある豊かさ ―平和分野

―」については、戦後 74 年を経

た今日もなお、過重な基地負担を

強いられ続けている沖縄県民の

負担の軽減を図るため、基地の整

理縮小をはじめ、日米地位協定の

抜本的な見直し、騒音問題や米軍人・軍属等による犯罪など基地から派

生する諸問題の解決に全力で取り組んでまいります。 

基地の整理縮小については、県内移設を断念することを求める建白書

の精神に基づき、普天間飛行場の閉鎖・撤去を求めるとともに、速やか

な運用停止を含む危険性の除去を日米両政府に求めてまいります。また、

嘉手納飛行場より南の施設・区域の返還については、統合計画の確実な

実施とともに、内容の具体的な説明、地元意見の聴取の場の設置、跡地

利用の円滑な推進等を引き続き政府に対して強く求めます。加えて、 

ＳＡＣＯ以降の基地の整理縮小の検証及び沖縄の基地負担軽減策の検討

のため、日米両政府に沖縄県を加えた３者で協議を行うことを、日米両

政府に対し求めてまいります。 

日米地位協定に関しては、ヨーロッパ４か国を調査した結果、各国が

 
沖縄鉄軌道の構想段階における計画書 

で示された概略計画図 
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航空法など自国の法律や規則を米軍にも適用させ、米軍の活動をコント

ロールすることで、自国の主権を確立していることが明らかになりまし

た。また、国内法の適用等については、オーストラリアやフィリピンに

おいても同様の状況であることが分かりました。同じ主権国家として、

我が国においても米軍に国内法を適用することなどを日米両政府に強く

求めます。 

今後、韓国において調査を行い、調査結果を全国知事会や渉外知事会

等とも共有し、全国知事会における基地負担に関する新たな提言につい

て働きかけを行うとともに、海外有識者を招いたシンポジウムの開催等

により、全国に情報発信を行うなど、日米地位協定の改定実現に向けた

取組を強化してまいります。 

駐留軍用地跡地の利用に際しては、沖縄発展のための貴重な空間とし

て、土地対策にかかる各種取組との連携を強化し、総合的かつ効率的な

利用を推進してまいります。 

アジア諸国等の大規模災害時の支援活動や台風対策等について、本県

が、国内外に貢献できるよう、ＪＩＣＡ沖縄と連携及び協力を行いなが

ら「国際災害救援センター（仮称）」の役割を検討するとともに、本県

の地理的特性や歴史、沖縄のソフトパワーを活かし、国際交流、国際貢

献を通じた平和の緩衝地帯の形成を目指

してまいります。 

 

「沖縄らしい優しい社会の構築 ―生活

分野―」については、子どもの貧困対策と

して、子どもの居場所等の設置拡充やネッ

トワークづくりにより、地域における支援
子どもの居場所の様子 
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の輪を広げるとともに、専門的な個別支援を行う拠点型居場所や各分野

の専門家を活用するなど、支援の質の向上に取り組みます。 

また、「沖縄子どもの未来県民会議」を中心に、子どもの学びと育ち

を支える取組を県民一体となって推進してまいります。 

子どもの貧困対策として、中高生のバス通学無料化に向け取り組むと

ともに、引き続き、ひとり親家庭や生活に困窮する多子世帯などへの支

援を推進してまいります。 

待機児童の解消につきましては、「第２期黄金
く が に

っ子応援プラン」に基

づき、保育所の施設整備等への支援に加え、保育士確保等に重点を置い

た施策の追加、拡充により、市町村の支援を強化し、令和３年度末まで

の待機児童の解消に向けて取り組んでまいります。 

 また、認可外保育施設の入所児童の処遇向上に向けて、保育環境の安

全確保に取り組むとともに、引き続き給食費や健康診断費等に対する支

援を行います。 

 放課後児童クラブについては、小学校等の公的施設を活用した設置促

進等や運営費等に対する支援を行い、利用料金の低減、登録できない児

童の解消に取り組みます。 

妊娠期から子育て期まで切れ目なく必要な支援を提供する母子健康包

括支援センターの設置を促進します。 

女性がそれぞれのライフステージに

応じて安心して生活し、様々な分野で持

てる力を十分に発揮できる社会の実現

のため、ジェンダー平等に関する取組の

推進、女性のキャリア形成の促進に積極

的に取り組みます。 
女性人材育成講座「てぃるる塾」 
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全ての県民の尊厳を守るため、人権啓発活動やＬＧＢＴの方々など

への偏見や差別をなくす取組を推進し、互いに尊重し合う共生の社会

を目指します。 

北部圏域において、医師不足を抜本的に解消し、安定的かつ効率的で

地域完結型の医療提供体制を構築するための北部基幹病院の整備に向け、

関係者間の基本合意形成を図り、基本構想、基本計画の策定に向けて取

り組みます。 

北部地区の教育環境の充実のため、中高一貫校の設置に向けて、

取り組んでまいります。 

森や水及び水源地域に対する理解の促進と地域の振興を図るため、北

部地域の水源の維持や環境保全、地域振興等、やんばるの森・いのちの

水を守る取組を推進します。 

本島周辺離島８村への水道水の安定供給と料金低減などを図るため、

水道広域化に取り組んでまいりま

す。 

また、県外都市部における移住

相談会や移住体験ツアーの開催な

ど、ＵＪＩターン者の持続的受入

に向けた取組を推進します。 

令和２年度の県政運営の「重点テーマ」として、「新時代沖縄の挑戦」、

「沖縄らしい優しい社会へ」、「人口減少の克服と魅力ある地域社会の

形成へ」、「県民一人ひとりに豊かな人生を」、「県民の生命と暮らし、

美ら島の自然と文化を守る」及び「平和の発信・継承と世界に拡がるウ

チナーネットワークの形成」の６項目を掲げ、沖縄振興を力強く推進す

る施策に取り組んでまいります。 

 

移住相談会の様子 
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職員一人一人が、沖縄を愛するチムグクル、真心をもって、意欲的か

つ柔軟な発想で働くことができる職場づくりを進め、限りある行政資源

の下で、多様な行政需要に対応する政策実現型組織の編成に取り組みま

す。 

 

４ 内閣府予算及び税制改正について 

令和２年度内閣府沖縄振興予算においては、県及び市町村が要望した

概算要求の満額が確保されなかったこと、沖縄振興一括交付金が６年連

続で減額となったことは残念でありますが、沖縄振興を推進するための

経費として３千億円台が確保され、子どもの貧困対策、離島活性化の推

進などが増額となり、小規模離島の海底送電ケーブルやテレワーク施設

の整備が新たに盛り込まれました。 

また、令和２年度税制改正においては、５つの沖縄関係税制の延長が

認められました。 

県としては、沖縄振興予算及び税制の更なる効果的な活用を図るため、

県を挙げて推進体制を強化し、最大の効果が得られるよう沖縄の振興に

全力で取り組んでまいります。 

 

 

12


